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岐阜県の概要
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岐阜県の姿
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●

●
●

岐阜県
●
高山

岐阜
●

東京

名古屋

京都

大阪

中部国際空港
（セントレア）

岐阜県は日本のほぼ中央に位置

●人 口・・・・・・・・・・・・・・・・ 198万人 （R２ 全国17位）

●面 積・・・・・・・・・・・・・・１万621k㎡ （R３ 全国 ７位）

●産業別就業人口比率（H27 国勢調査）

第1次産業 3.2％ （全国平均 4.0％）

第2次産業 33.1％ （ 〃 25.0％）

第3次産業 63.7％ （ 〃 71.0％）

＜岐阜市へのアクセス＞
東京～約２時間（新幹線）
大阪～約1時間（新幹線）
中部国際空港～約1時間（電車）

＜高山市へのアクセス＞
東京～約３時間半（新幹線）

●県内総生産（名目）・・7兆9208億円 （H30 全国20位）

●事業所数・・・・・・・・10万331事業所 （H28 全国17位）

●事業所従業者数・・・・・・88万780人 （H28 全国18位）

●製造品出荷額・・・・・・5兆9143億円 （R元 全国20位）

●県内観光入込客数・・・・・7163万人 （R元 延べ人数）

●経済活動別県内総生産 （H30）

低い完全失業率
■R3.4～6期
岐阜県 1.9%(全国４位)
全国 3.0%

高い有効求人倍率
■R3.7
岐阜県 1.44(全国６位)
全国 1.15

工場立地件数が多い
■R2速報
岐阜県 43件(全国５位)
全国 17.6件

地の利 （岐阜市まで）

■名古屋～約20分（電車）
■大阪～約1時間（新幹線）
■東京～約2時間（新幹線）

●

富山

●
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東海北陸自動車道

中部縦貫自動車道

東名高速道路

新東名高速道路

濃飛横断自動車道

飛驒清見ＩＣ

白鳥ＩＣ

中部国際空港

名古屋

小松空港

Ｎ

郡上八幡ＩＣ

中津川ＩＣ

富山空港

東海環状自動車道

養老ＩＣ

大野神戸ＩＣ

新名神高速道路

（仮称）北勢ＩＣ

大野ＩＣ

（仮称）和泉ＩＣ

（仮称）油坂出入口

（仮称）丹生川IC高山

岐阜

白川郷ＩＣ

福光ＩＣ

富山

金沢

山県ＩＣ

可児御嵩ＩＣ

土岐ＪＣＴ

中央自動車道

主要高規格道路 主要高規格道路
（整備予定）

主要鉄道（新幹線等）

リニア中央新幹線
（整備予定）

＜東海北陸自動車道＞
白川郷ＩＣ～福光ＩＣ間
南砺スマートＩＣ～小矢部砺波ＪＣＴ間の
４車線化整備中

優れた交通インフラネットワーク

＜東海環状自動車道＞
2024年度開通予定の山県ＩＣ～
大野神戸ＩＣ間を整備中

＜東海環状自動車道＞
2026年度開通予定の養老ＩＣ～
（仮称）北勢ＩＣ間を整備中

東海道新幹線

＜東海環状自動車道＞
土岐ＪＣＴ～可児御嵩ＩＣ間の
４車線化整備中

＜リニア中央新幹線＞
2027年 東京-名古屋間開業予定

JR高山線

小矢部
砺波ＪＣＴ

福井空港

＜中部縦貫自動車道＞

（仮称）丹生川ＩＣ～高山ＩＣ間を
整備中

＜中部縦貫自動車道＞

2022年度開通予定の大野IC ～ （仮
称）和泉IC間、2026年春開通予定の
（仮称）油坂出入口～ （仮称）和泉IC
間を整備中
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「清流の国ぎふ」創生総合戦略
■ 岐阜県では、全国に先駆けて人口減少問題に着目し、平成２１年に「人口減少時代への挑戦」と副題

に掲げた県政運営の指針となる「岐阜県長期構想」を策定した。
■ 長期構想の計画期間が満了した平成３１年３月には、これまでの10年間の取組みの成果と次なる10年

間の展望を踏まえ「一人ひとりの幸せと確かな暮らしのあるふるさと岐阜県」を目指した今後５年間の
政策の方向性を示す「「清流の国ぎふ」創生総合戦略」を策定した。

人口減少社会における最大の課題である担い手の確保について、人口減少の進行を見据え、各分野における取組みをより効果的なものとするた
め、その最も基本となり、共通するテーマである、地域や社会で活躍する人を生み出す教育の充実と活躍できる社会づくりに取り組む。

政策の方向性と取組み

政策の方向性１：「清流の国ぎふ」を支える人づくり

（１）未来を支える人
・地域や企業等と連携したふるさと教育の展開
・地域の声を反映した産業教育の展開 等

（２）誰もが活躍できる社会
・性差に関わらず活躍できる社会の確立
・障がいのある人もない人も共に活躍できる社会の確立 等

ライフステージごとに求められるサービスを提供し続けること、困難な状況に陥りそうになった時、陥った時に求められる支援を提供し続ける
ことが、行政機関である岐阜県の永劫不変の役割。県民一人ひとり、あるいは地域によって異なり、また、時の流れとともに変化し続けるニー
ズを的確に把握し、対策を取り続ける、たゆまぬ取組みを進めていく。

政策の方向性２：健やかで安らかな地域づくり

（１）健やかに暮らせる地域
・医療・介護・子育てを支える人材の育成・
確保

・子どもを産み育てやすい地域づくり 等

（２）安らかに暮らせる地域
・貧困からの脱却支援
・虐待・家庭内暴力の防止と被害者の支援
等

（３）誰もが暮らしやすい地域
・地域を支援する人材の育成・確保
・二地域居住、移住・定住の促進など
新たな暮らし方の推進 等

人口減少が進行し、社会や経済が縮小していく中にあっては、岐阜県の魅力を打ち出し、活力を生み出していく取組みが一層求められる。幸い
にして本県には豊かな自然と、その中で育まれた魅力的で特徴的な地域伝統文化、農林畜水産物などがあり、こうした資源を活かした活力づく
りに取り組んでいく。

政策の方向性３：地域にあふれる魅力と活力づくり

（１）地域の魅力の創造・伝承・発信
・「清流の国ぎふ」文化・芸術の創造・伝承
・美しく豊かな環境の保全・継承 等

（２）次世代を見据えた産業の振興
・産業を支える人材の育成・確保
・AIやIoTを活用した第４次産業革命と成長
分野への展開 等

（３）農林畜水産業の活性化
・農林畜水産業を支える人材の育成・確保
・「未来につながる農業づくり」の推進 等
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■ 令和２年の工場立地件数（製造業）は４３件で全国５位、工場立地面積は４４haで全国８位と
前年に引き続き 経済好転への高いポテンシャルを維持

■ 今後とも、ソフト面、ハード面の対策を講じることで、更なる企業誘致を推進

＜要 因＞

１ 広域アクセスの充実
・ 高速道路網整備による広域アクセスの充実

２ 地震災害のリスク回避に適した立地環境
・ 強固な地盤、津波被害リスクの低い内陸部

３ 市町村と連携した企業誘致の推進
・ 県と市町村が連携し積極的に展開

＜現在の取組み＞

○ ソフト面 ：航空・宇宙、医療・福祉機器・食料品関連産業等への企業立地補助金の要件を緩和
→ 今後大きな成長が見込まれる分野、景気変動の影響を受けにくい分野を重点化

○ ハード面 ：戦略的な工場用地開発の推進
→ 東海環状自動車道の全線開通やリニア中央新幹線の開業を見据えて優先度が高い工場用地候補地の

開発可能性調査等に係る経費の支援を実施し、加速的に開発を推進

H28 H29 H30 R１ R2
岐阜県件数 41 34 43 53 43
順位 7 10 6 5 5
全国平均件数 21.8 22.0 24.3 21.8 17.6

出典　経済産業省　「工場立地動向調査」　（製造業）

＜立地件数＞

企業誘致の取組み
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メディカル工業団地

生活技術研究所

中部縦貫自動車道
高山ＩＣ

白鳥ＩＣ

岐阜大和ＩＣ

飛騨清見ＩＣ

丹生川ＩＣ

４車線化

地下フードリサーチクラスター

中部総合車両基地

多治見ＩＣ

土岐南多治見ＩＣ

恵那ＩＣ
中津川ＩＣ

リニア関連企業

鉄道車両用電気機器
部品製造企業

トヨタ紡織テストコース

リニア岐阜県駅

岐阜大学応用生物
科学部

農業技術センター

養老ＳＩＣ

関ケ原ＩＣ

安八ＳＩＣ

岐阜羽島ＩＣ

大野神戸ＩＣ

大垣西ＩＣ

岐阜ＩＣ

岐阜三輪ＳＩＣ

岐阜各務原ＩＣ

関広見ＩＣ

可児御嵩ＩＣ

トヨタ自動車テストコース

飛騨メディカルバレー

新ヘルスケア・クラスター
既存医薬品メーカーの立地を活か
した新ヘルスケア産業の集積
・医薬品製造
・医療機器部品製造
・健康食品製造

航空機関連クラスター
次世代航空機の生産強化のために航空
機関連企業の集積を図る
・航空機素材製造
・内装・座席製造
・降着システム製造
・油圧・燃料・制御製造
・電子機器製造

食品クラスター
豊かな水資源を活かした
食品関連企業の集積
・乳製品製造
・調味料製造
・パン・菓子製造
・清涼飲料製造
・酒類製造

次世代自動車クラスター
次世代自動車（プラグインハイブ
リッド車、電気自動車、燃料電池
車）関連製造企業の集積
・リチウム電池製造
・バッテリー製造
・燃料電池製造

リニアテクノクラスター
リニア中央新幹線の技術に関連す
る研究開発拠点とリニア関連の高
度技術企業の集積
・超伝導ケーブル製造
・モーター制御装置製造
・駆動制御システム製造

航空機人材育成システム

スマートアグリパーク
ハイテク植物工場（機能性
野菜や高級花木）の集積

リニアテクノ工業団地

神岡宇宙素粒子研究施設

国際たくみアカデミー

川崎重工及び
川協企業集団

美濃ＩＣ

VRテクノセンター
中日本航空専門学校

ぎふ技術革新センター

航空機関連工業団地

岐阜県企業誘致戦略
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【日本碍子（株）ＮＧＫセラミックデバイス多治見工場（本社:愛知県）】
○企業の事業所設置に係る初期投下固定資産取得費（土地、建物、償却資産）等に対して助成する「岐阜県企業立地
促進事業補助金」を活用し、半導体製造装置用セラミックスの製造を行う工場を新設

－立地場所 多治見市
－敷地面積 約２０ｈａ
－操業開始 Ｒ元年１０月

企業が工場の新設・移転先として検討する地域として、本県は全国８位。（H27 帝国データバンク調べ）

7
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企業の集積

企業調査

最近の実績



■ 2019年の観光誘客の動向を見ると、外国人観光客の宿泊者数は、過去最高の約166万人「2020
年までに150万人」の目標を１年前倒しで達成。主要20ヶ国中、16ヶ国が増加、特に欧州が好調

■ 2020年は、新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、外国人観光客の宿泊者数は約29
万人に減少したが、観光産業の再生に向けた取組みを実施

○ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた観光産業の回復
・“ほっと一息、ぎふの旅”キャンペーンの展開（県民向け

に実施する県内旅行割引、県内教育旅行支援 等）
・安心・安全な旅のPRや消費喚起に取り組む地域への支援

○ 世界に認められる「岐阜県版サステイナブル・ツーリズム」
の確立
・ 持続可能な観光（サステイナブル・ツーリズム）の視点に

立った新たな「岐阜の宝もの」の磨き上げと掘り起こし 等
○ 新たな旅スタイルの確立

・ワーケーションの普及促進に向けた体験プログラムの開発・
オンラインツアーによる魅力発信 等

○ 国内・海外向けデジタルマーケティングの本格化
○ 戦国武将観光の深化

・「岐阜関ケ原古戦場記念館」を核とした戦国武将観光の推進
○ 観光地域づくりの強化

＜コロナ社会における岐阜県の観光産業の再生に向けた取組み＞観光誘客の状況

観光誘客の取組み
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・Ｈ23.5 国交省が整備計画を決定
ＪＲ東海へ建設の指示

・Ｈ23.11 ＪＲ東海が中間駅建設費を全額自己負担
する方針を表明

・Ｈ25.9 ＪＲ東海が県内中間駅候補地及び中部総合
車両基地候補地を公表

・H26.10 国土交通大臣がＪＲ東海の工事実施計画
を認可

・H28.6 ＪＲ東海が県内で初となるリニア建設の工事
契約を締結

・R9 東京-名古屋間開業予定
（2027年）

・R27 名古屋-大阪間開業予定
（2045年） ※最大８年間前倒しも検討

＜リニア整備スケジュール＞ ＜岐阜県の取組み＞

・Ｈ26.3   「リニア中央新幹線活用戦略」の発表
【戦略分野】 【戦略の視点】

・観光振興、まちづくり ・広域的に効果を波及
・産業振興 ・大都市機能を分担
・基盤整備 ・岐阜県独自の魅力を発揮

・Ｈ27.3   「リニア岐阜県駅周辺整備基本計画」の発表
リニア岐阜県駅の駅前広場をはじめとする駅周辺施設等の

整備に係る全体像や必要とされる個別機能を整理

・Ｈ28.3   「リニア岐阜県駅周辺整備概略設計」の発表
基本計画をもとに、駅に求められる機能や役割について

具体化し、平面図・イメージ図等を提示

・Ｈ29.4   「リニア中央新幹線活用戦略推進事業費補助金」の創設
県内の市町村が行うリニア中央新幹線活用戦略の推進に

資する事業に対する補助制度を創設

■ リニア中央新幹線のルート及び県内中間駅設置場所について、平成25年9月、ＪＲ東海が発表
■ リニア開業効果を県内全域に波及させるため、岐阜県では平成２６年3月、「リニア中央新幹線活用

戦略」を策定

リニア中央新幹線を活用した地域づくり

10

【駅周辺図】



岐阜県リニア中央新幹線活用戦略
（平成26年3月策定）

観光振興・まちづくり戦略

基盤整備戦略

産業振興戦略

リニアミナモ
©岐阜県/ＪＲ東海協力
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ぎふ清流里山
公園

中部総合車両基地



岐阜県の財政状況
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令和３年度の新型コロナウイルス感染症対策予算

13

健 全 な 財 政 を 維 持 す る た め の 方 策

地方創生臨時交付金など
国庫支出金を最大限に活用

事業の見直しによる
既定予算からの財源捻出

県庁舎整備事業費の県債発行割合を増加し
「県有施設整備基金」をコロナ対策に充当

※「県有施設整備・新型コロナウイルス感染症対策基金」として条例改正（R2.5月議会）

当初予算

県民を守る「ウィズコロナ」対策とその先を見据えた「アフターコロナ」対策

予算額 ３３２.５億円
・病床、宿泊療養施設、後方支援病床の確保 １１０．８億円

・入院・診療体制の強化 １０．５億円

・中小・小規模事業者への金融支援 １２７．３億円

・中小企業や商店街等のデジタル化への支援 ６．１億円 など

補正予算

県内の感染状況等を踏まえて、必要な対策を随時実施

補正額 ８８６.０億円

補正回数 １１ 回
(R3.9月補正予算までの合計）

・病床、宿泊療養施設の確保 １９５．７億円

・ワクチン接種関連 ６１．０億円

・飲食店等への時短協力金 ４３４．３億円

・観光需要の喚起 ３３．２億円 など



○歳入決算額は、投資的経費の縮小等による国庫支出金及び県債の減少などにより、平成12年度をピークに
減少、R元年度までは横ばい（Ｈ21年度は国の交付金増加等により一時的に増加）

○R２年度決算においては、新型コロナウイルス感染症対策に関連した国庫支出金が大きく増加したほか、
中小企業制度融資資金貸付金の増により諸収入が増加するなど総額が大幅に増加

歳入決算額の推移
（普通会計ベース・令和３年度は当初予算額）
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税収の決算額の推移

○決算ベースでの県税収入は、令和２年度決算において、２年連続の減少
○主な減少要因は、新型コロナウイルス感染症の影響による法人二税の減収によるもの

（普通会計ベース・令和３年度は当初予算額）
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歳出決算額の推移

○景気対策として、過去数次にわたる積極的な財政出動（公共事業における有効需要創出）を実施してきた
が、平成12年度から投資規模を抑制。また、行財政改革による職員定数の削減により人件費を抑制。

○令和２年度決算においては、県債発行の抑制により公債費が減少した一方、新型コロナウイルス感染症
対策事業の増により大きく増加

（普通会計ベース・令和３年度は当初予算額）
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実質収支の推移

○本県は、これまで赤字決算は一度もなく、実質収支は黒字で推移
○令和２年度の実質収支が増加した要因は、令和３年度中に精算を予定している新型コロナウイルス感染症

関連の国庫支出金の未充当額によるもの

※ 実質収支は、形式収支（歳入総額－歳出総額）から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた額

（普通会計ベース）
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県債の状況
○政府資金が減少、銀行等縁故資金が増加傾向にある中、資金調達手段を多様化

・ 「全国型市場公募債」を発行→H16・17：１００億円、H18：３００億円、H19・20：２００億円、H21～24：１００億円
Ｈ25～30：１５０億円、R元:２５０億円、 R2：２６０億円、R3：３００億円（１０月１５０億円、１１月１５０億円発行）

○平成20年度末に行財政改革指針を策定し、21年度から向こう４年間を「緊急財政再建期間」と位置づけ、21年度
以降の県債発行額を20年度当初予算の５％程度抑制。※災害、急激な税収減、国の政策など特別な事情を除く

○以後、指針の考え方を基本としつつ、対象事業の施行状況等を踏まえながら発行

資金別県債発行実績 県債残高の推移

18

※公共団体金融機構＝旧公営企業金融公庫資金

億円



公債費の状況（決算額及びＲ３年度予算額）

○ 県債（借金）残高が高水準となっていることから、平成21年度まで公債費が増加
○ 近年、公共投資の縮減などによる県債発行の抑制に努めたことにより、公債費決算額は平成21年度を

ピークに減少
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基金の状況

○積立基金は、平成４年度末をピークとして、11年度までは毎年度２００～３００億円を取り崩し、
大幅に減少

○財源対策として活用可能な基金は、12年度以降は７００億円程度で推移していたが、19年度から
は再び減少
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健全化判断比率

指標名 対象範囲 岐阜県 全国平均
財政健全化法

早期健全化基準 財政再生基準

１．実質赤字比率 一般会計等
－

－ ３．７５以上 ５以上
－

２．連結実質赤字比率
一般会計等

公営企業会計

－
－ ８．７５以上 １５以上

－

３．実質公債費比率
一般会計等

公営企業会計

６．６％
＜全国 ３ 位＞

１０．５％

２５以上 ３５以上
５．９％

＜全国 ３位＞
１０．２％（速報）

４．将来負担比率

一般会計等
公営企業会計
一部事務組合

地方公社
第三セクター

２１１．９％
＜全国 34 位＞

１７２．９％

４００以上
２１７．７％

＜全国 37位＞
１７１．３％（速報）

５．資金不足比率 公営企業会計
－

－ ２０以上
－

※1 一般会計等には、本県では９特別会計（公債管理特別会計、用度事業特別会計、地方独立行政法人資金貸付特別会計、母子父子寡婦福祉資金
貸付特別会計、中小企業振興資金貸付特別会計、就農支援資金貸付特別会計、林業改善資金貸付特別会計、県営住宅特別会計、徳山ダム上流
域公有地化特別会計）が含まれる。

※2 上段は令和元年度。下段は令和２年度。

※3 本県欄の「－」は黒字であることを示す。

※4 上段は令和元年度。下段は令和２年度。なお、令和２年度は、Ｒ3.9.30総務省発表数値（加重平均）

※１

※２

※３

※４

○景気対策として、県債を財源に過去数次にわたる積極的な財政出動を実施してきた結果、公債費負担が
多額になったことでこれらの比率を押し上げたが、行財政改革の取り組み等により改善
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経常収支比率

◇県財政の余裕度を示すもので低いほど健全
◇公債費、社会保障関係経費などの義務的経費の

増等により急速に上昇したが、近年は横ばい

財政力指数

◇県財政の体力を示す指標で高いほど強い
◇本県は全国平均を上回る水準を維持

22
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公営企業決算

流域下水道事業 水道事業 工業用水道事業 病院事業

R２年度 R元年度 R２年度 R元年度 R２年度 R元年度 R２年度 R元年度

収益的収支（損益勘定）

収入 ６，５５２ － ６，２９０ ５，５２２ １１３ ９４ １９５ ２２０

支出 ６，２６４ － ５，２１７ ４，０４３ ７８ ７１ １９５ ２２０

収支差引 ２８８ － １，０７３ １，４７９ ３５ ２３ ０ ０

資本的収支 （資本勘定）

収入 ３，４９１ － １，１２６ ４７９ ９２ ５ １，３９１ １，４５６

うち企業債 １，３３０ － ０ ０ ９０ ０ ０ ０

支出 ４，３５５ － ４，８２８ ３，３３６ １５４ ６４ １，３９１ １，４５６

うち企業債償還金 １，５１３ － ５６７ ５５３ ４５ ４４ １，３９１ １，４５６

収支差引 ▲８６４ － ▲３，７０２ ▲２，８５７ ▲６２ ▲５９ ０ ０

内部留保資金 ６３７ － １２，５３３ １３，０８８ １１２ １０４ － －

※資本的収支の不足額は、いずれも損益勘定留保資金などで補てん
23

［流域下水道事業］
○木曽川及び長良川流域４市６町の汚水を広域的に処理

※R2.4.1から公営企業会計に移行している。

［水道事業］
○可茂地区（美濃加茂市、可児市等）、東濃地区（多治見市、中津川市等）に水道用水を供給

［工業用水道事業］
○可茂地区（美濃加茂市及び坂祝町周辺企業）に工業用水を供給

［病院事業］
○岐阜県総合医療センター、多治見病院、下呂温泉病院の３病院を経営

※H22.4.1から３病院は地方独立行政法人化している。

（単位：百万円）



地方公会計に基づく財務諸表（１）

資産 R元年度末 H30年度末 増減 負債 R元年度末 H30年度末 増減

有形固定資産 １６，０６９ １６，１２８ ▲５９ 固定負債 - 県債 １５，８６２ １５，６０８ ２５４

固定負債

- 退職手当引当金等
２，２３３ ２，３４４ ▲１１１

流動負債 １，５１８ １，２８５ ２３３

負債合計 １９，６１３ １９，２３７ ３７６
無形固定資産 ５１３ ５２９ ▲１６

純資産 R元年度末 H30年度末 増減
投資等 ２，４６５ ２，３７２ ９３

固定資産等形成分 １９，４３３ １９，４２６ ７

余剰分（不足分） ▲１９，４２２ ▲１９，０４４ ▲３７８流動資産 ５７７ ５９０ ▲１３

純資産合計 １１ ３８２ ▲３７１

資産合計 １９，６２４ １９，６１９ ５

負債・純資産合計 １９，６２４ １９，６１９ ５

「後世の負担となる県の債務」

「これまでの世代による負担」

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」

バランスシート（一般会計等）

◆本県の財務状況は、資産が負債を上回り、債務超過とはなっていない
◆「資産」は減価償却累計額の増加により減少した一方、建物整備や道路建設に伴い増加 → 県民１人当たり ９６６千円
◆「負債」は職員数や平均勤続年数の減少により退職手当引当金が減少した一方、臨時財政対策債の増加等に伴い地方債

が増加 → 県民１人あたり ９６５千円

24

（単位：億円）



令和元年度

（行政目的別）

総費用

A

総収益

B

行政コスト

A－B 

財源

生活インフラ ・

国土保全
１，３２４ ５４ １，２７０

国庫補助金

９２３

地方債

１，９４６

税収等

２，９５２

その他

８５５

教育 １，８１５ ７９ １，７３６

福祉 １，１７１ ２５ １，１４６

環境衛生 ２２１ ２３ １９８

産業振興 ６７７ ４０ ６３７

警察 ４７８ ５０ ４２８

総務 １，２９１ ３０ １，２６１

合 計 ６，９７７ ３０１ ６，６７６ ６，６７６
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地方公会計に基づく財務諸表（２）
行政コスト計算書（一般会計等）

※ 総費用＝経常費用（人件費・物件費等・補助金・扶助費など）＋臨時損失（災害復旧事業費など）
※ 総収益＝経常収益（使用料及び手数料・宝くじ収益金・各種負担金など）＋臨時利益（生産物売払収入など）

◆経常費用は６，８４４億円、臨時損失は１３３億円 → 「費用」 県民１人あたり ３４３千円
経常費用は人件費や物件費等の業務費用が６２％、市町村等への補助金や扶助費などの移転費用が３８％を占めている

◆経常収益は２７１憶円、臨時利益は３０憶円 → 「収益」 県民１人あたり １５千円
（単位：億円）



地方三公社決算状況

１ 事務局等の統合（２公社）

・常勤役員、事務局の一部を
統合（Ｈ11～）

２ 住宅供給公社（着実な遂行）

・平成26年度決算で債務超過が
解消

・平成27年度以降、次の取組み
等によりキャッシュフローを確
保し、借入残高を縮減

－保有宅地の早期処分
－賃貸住宅の入居率の向上
－借入利率の見直し

公 社 名
岐阜県

土地開発公社
岐阜県

道路公社
岐阜県

住宅供給公社

出
資
状
況

出資団体数 1 4

出
資

金
額

総額 5 551

当該団体 5 550

その他団体 1

貸
借
対
照
表

資
産

流動資産 12,818 999

固定資産 6,028 5,885

繰延資産

資産合計 18,846 6,884

負
債

流動負債 322 2,425

固定負債 9,622 3,841

特別法上の引当金等

負債合計 9,944 6,266

資
本

資本金 5 551

剰余金 8,897 67

法定準備金

資本合計 8,902 618 

負債・資本合計 18,846 6,884

損
益
計
算
書

経
常
損
益

営業収益 (a) 1,992 2,222

営業費用 (b) 1,891 2,116

一般管理費 (c) 62 1

営業利益 (d=a-b-c) 39 105

営業外収益 (e) 14 5

営業外費用 (f) 6 27

経常利益 (g=d+e-f) 47 83

特
別
損
失

特別利益 (h) 1

特別損失 (i) 0 1

特定準備金計上前利益 (j=g+h-i） 47 83

特定準備金取崩 (k) 

特定準備金繰入 (l) 

法人税等 (m) 

当期利益 (n=g+h-i-m) 47

住宅供給公社については
(n=j+k-l-m) 

83

（単位：団体、百万円）
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岐阜県（市場公募）債発行額
の推移と今後の発行予定
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発行額の推移

令和３年度発行計画 (実績含む）
（単位：億円）

岐阜県債（市場公募債）発行額の
推移と今後の発行予定

・ 令和３年度の岐阜県債発行額は、前年度より100億円増の620億円を予定しています。
・ 令和４年度には、新型コロナウイルス感染症に伴う資金需要等を踏まえ、発行額を検討していきます。
・ 安定的な資金調達手段の確保及び、調達手段の多様化のため、今後も市場公募債の発行を進めていく予定です。
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個別債（5年） 11月 150

個別債（10年） 10月 150

共同債 ５月 20 ７月 60 ９月 60 11月 60 １月 60 ３月 60

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3

5年債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 100 110 150

10年債 300 200 200 100 100 100 100 150 150 150 150 150 150 150 150 150

共同債 0 0 100 200 170 200 200 200 200 200 200 200 230 260 260 320

ミニ公募 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

100

200

300

400

500
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700

億円



岐阜県総務部財政課
〒５００－８５７０
住所 岐阜県岐阜市薮田南２－１－１
ＴＥＬ ０５８－２７２－１８９６
ＦＡＸ ０５８－２７８－２５３１
Ｅ－ｍａｉｌ c11105@pref.gifu.lg.jp

岐阜県ホームページアドレス
http://www.pref.gifu.lg.jp/

お問合せ先
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